













西村  淳１   
 
  本稿では、 2001 年の企業年金改革以来、 企業年金体系が大きく変貌する中で
の企業年金法制の課題について論述する。まず、社会保障法など関連諸分野の
中での企業年金法制の位置づけについて言及した後、企業年金法制の中核であ
る受給権保護についてわが国企業年金法制上の特色を述べる。 次に、 2001 年企
業年金改革の内容と意義について振り返った上で、改革開始後 7 年が経過した
現段階における企業年金体系の大幅な変化と、適格退職年金・厚生年金基金・





  １  企業年金法制の位置づけ 
（１）社会保障法上の位置づけ 























































































































  すでに 1997 年には、同様のねらいから、厚生年金基金について、万一解散
した場合の積立水準（非継続基準）の検証をはじめとした基金財政運営基準の































また、企業年金の内訳としては、厚生年金基金が 480 万人（28％） 、確定給












受給権確保の観点から問題が多いことから、 2001 年の企業年金制度改革で、 受
給権保護を強化した他の企業年金への移行を選択してもらうことを念頭に
2011 年度末までに制度が廃止されることとされた。 しかしながら、 廃止期限ま
で 3 年を切ったにもかかわらず、まだ 2 万 5 千件、加入者 350 万人（2009 年
3 月現在）が残っており、2001 年の受託件数 7 万 4 千件弱のうち、これまで他








































































（平成 19 年度決算での厚生年金基金 498 の経営分析をしてみると、①平成
18 年度末では不足のある基金は５％にすぎないが、平成 19・20 年度の運用悪
化で積立不足拡大、②予定利率 4％以上が 77％、うち 5．5％以上が 65％、③
資産構成割合は平均で株式が半分程度、④プラスアルファ 1％あたりの上乗せ
掛金負担が 0.37‰未満が 16％、0.74 未満が 39％、0.74 以上が 45％、⑤プラ
スアルファ３割未満が 60％、３割以上が 40％、⑥成熟度 100％以上が 34％、




























































































































































  現在の企業年金法制は、1990 年代後半の構想を踏まえて 2001 年に改革され
たものであるが、次の見直しの契機は、以下のようなことを背景に 2012 年頃
にやってくるものと思われ、それに向けて合意作りを進めていく必要がある。 
 ① 2001 年企業年金改革において、適格退職年金制度は 2012 年度末に廃止さ
れ、 それまでに他の制度への移行を行うこととされており、 2012 年には企業年
金体系の変化は一区切りつくことになっている。 
  ②国際会計基準委員会において、退職給付会計に係る国際会計基準の見直し








































































































































































































































































変動のリスクと市場変動のリスク） 、 政府の運営と民間の運営 （政治のリスクと































































業年金 2008 年 1 月号～7 月号 
・菊池馨実「企業年金改革と社会保障制度の方向性」日本労働研究雑誌 No.504
（2002 年） 
















                                            
１  報告時（2009 年 7 月）厚生労働省年金局企業年金国民年金基金課長、執筆時（2009 年
8 月）内閣府勤務。連絡先 PXW13305@nifty.com 
２  延べ人数であり、１企業で複数の制度を有する場合は重複してカウントされていること
に注意。 
３  菊池・2002 参照。 
４  森戸・2003 参照。 














                                                                                                                                
る。 
１０  企業年金連合会 「企業型確定拠出年金の今後のあり方に関する検討会提言」 （2009 年 8




といわれて最近の傾向であるとされる（野村・2009 参照） 。 
１３  前者は被用者年金一元化法案、 後者は確定拠出年金等改正法案に盛り込まれているが、
2009 年通常国会では未審議のまま廃案になっており、秋以降早期の成立が期待される。 
１４藤井・2008 参照。 







１８  清水・2006 参照。 
１９  佐野・2009 参照。 










２４  上田・2007 参照。 
２５  西久保・2008 参照。 
２６  厚生労働省統計情報部「平成 20 年就労条件総合調査」によれば、83.9%の企業で退職
給付制度は維持されている。 
２７  同様の観点から 1993 年に創設された特例適格退職年金の基準が参考になる 





３１  菊池・2002 参照。 
３２  ロザンヴァロン（ 「連帯の新たなる哲学」勁草書房、2006）など参照。 
３３  西村・2009 参照。 